
平成 26年度事業報告 

 

Ⅰ 事業の実施概要 

  平成 26年 3月 17 日に開催された平成 25年度第 2回理事会で承認された事業計画

に基づき、畜産技術の研究推進・技術開発に関する事業、畜産の技術調査、技術情報

収集・提供及び技術者の養成に関する事業、国際交流・畜産技術協力に関する事業、

めん山羊振興に関する事業、初生雛鑑別師の養成等に関する事業、畜産技術の発展に

寄与した優秀な畜産技術者の表彰を行う表彰事業等の各種事業を推進した。その概要

は以下のとおりである。 

 

１ 公益目的事業の実施 

 

(1) 研究推進・技術開発に関する事業 

   前年度に引続き、協会本部及び附属動物遺伝研究所において、他の研究機関と連

携し、効率的な遺伝子探索手法及びゲノム利用技術を開発する事業等を行った。こ

れらの事業は、(公財)全国競馬・畜産振興会の助成及び農林水産省農林水産技術会

議事務局の委託を受けて実施したほか、収益事業の収益等を財源として行った。 

① 地域特性を生かした牛ゲノム選抜手法確立事業：（公財）全国競馬・畜産振興

会助成（平成 26～28年度） 

  国際競争が厳しくなる中で、我が国固有の資源である和牛の「強み」を活かす

には、遺伝子情報を活用することにより和牛の能力評価の高度化を図ることが重

要である。 

  平成 26年度は、産肉性等の育種目標を設定している 14地域について、それら

の形質の表型値の付いた DNAサンプルを収集し、約 3,500頭について低密度 SNP

チップ（26K）で型判定し、補間（Imputation）により高密度 SNP情報（50K）に

変換した。すでに蓄積している約 2,600頭の SNPデータ等を加えて、表型値への

個々の SNPの効果を調べ、地域ごとにゲノム育種価予測式を作成した。また、地

域で供用されている BLUP法による正確な育種価の判明している種雄牛、及び、

検定中の若雄を選び、約 200頭について 50K SNPチップで型判定した。この SNP

情報を地域ごとに作成したゲノム育種価予測式に代入し、ゲノム育種価を求めた。

求めたゲノム育種価と BLUP法による育種価との相関性が高くなるように予測式

の改善を重ねた。先行している県では繁殖雌牛のゲノム育種価評価を計画してい

る。 

 

② ウシのバイオバンク創設と最先端ゲノム解析戦略による子牛虚弱発生防止の

実用化：農林水産省農林水産技術会議事務局委託（平成 24～26年度） 

  最先端のゲノム解析戦略の突破力を高めるため、子牛虚弱症候群（WCS）の症

例情報と血液等を収集してウシのバイオバンクを創設する。WCSの発症因子の 1



つである IARS 遺伝子の影響を調べるとともに、IARS以外について新規の WCS発

症因子をゲノム解析手法で解明し、DNA診断法を確立し、その結果を種雄牛や雌

牛の選抜に活用する。遺伝子情報が存在するエクソン部分（全ゲノムの 1～2％）

を集中的に探索する手法の実用化を進め、黒毛和種における子牛虚弱症候群の新

たな原因変異を検出した。 

  

③ 和牛の胚死滅を引き起こす劣性変異の探索：農林水産省農林水産技術会議事務

局委託（平成 24～26年度） 

和牛の受胎障害の主な原因の１つである、劣性遺伝性の胚死滅を引き起こす有

害変異を同定し、遺伝子診断により集団から排除することを目指し、SNPデータ

を用いたハプロタイプ頻度推定による候補ゲノム領域の特定、候補ゲノム領域を

次世代 DNAシーケンサーで解読して有害変異候補の特定、有害変異と和牛・雌牛

の受胎成績の関連性調査及び和牛集団での有害変異の頻度調査と診断法の開発

を行うことを目的として実施した。また、ウシ用の 50K SNP 情報と授精記録を使

って、黒毛和種における劣性の胚死滅原因領域を 4ヶ所特定した。その内 1ヶ所

は新規遺伝子の欠損変異（特許申請準備中）であり、1 ヶ所は IARS 異常症の原

因変異であった。更に、これら 2つの変異を集団から除くことで受胎率の向上が

期待できる。 

 

④ その他調査分析、遺伝子検査等 

 ア 肉用牛に係る飼料効率の調査分析及び種牛能力評価精度向上調査・分析に関

わる DNA解析業務（肉用牛の生産性関連形質評価精度向上推進事業）を（公社）

全国和牛登録協会から受託して実施した。 

 イ 黒毛和種において解明された経済形質等の遺伝子診断を都道府県や民間か

ら受託し、マーカーアシスト選抜の情報を提供した。経済形質では枝肉重量に

関するマーカー（CW1，2，3）や受精卵移植で重要な採卵性に関する遺伝子（GRIA1）

診断を行った。受託した検査数は約 1,800件、約 600頭であった。 

 ウ 都道府県試験研究機関等と連携し、効率的な遺伝子探索手法及びゲノム利用

技術を開発するための共同研究を実施するとともに、都道府県等の技術研修者

（28人、延べ 306人日）を受け入れ、最新の手法を指導した。 

 

(2) 技術調査、技術情報収集・提供及び技術者の養成に関する事業 

   （めん山羊振興関係及び初生雛鑑別師養成関係の事業は別掲） 

   協会の事業計画の方針に基づき、畜産技術に係る調査、畜産技術情報の収集、研

修会・セミナー開催等による畜産技術情報の提供、畜産技術者の養成等の取組を行

った。これらの事業は、(独)農畜産業振興機構、(公財)全国競馬・畜産振興会、民

間団体等の補助又は助成を受けて実施したほか、会費収入及び収益事業の収益等を

財源として行った。 



① 快適性に配慮した家畜の飼養管理推進事業：（独）農畜産業振興機構補助（平

成 26年度） 

アニマルウェルフェアに係る国内外の情報を収集するとともに、生産者や消費

者等との意見交換会及びアニマルウェルフェアの普及実態に係るアンケート調

査を行って、アンケート調査結果及び事例調査等に係る報告書を作成した。また、

アニマルウェルフェアを普及・推進するための検討会（普及推進検討委員会 7・

3月の 2回、指針等検討委員会 11・12・2月の 3回）を開催した。 

 

② 和牛競争力強化支援事業：（公財）全国競馬・畜産振興会助成（平成 26年度） 

    和牛の国際競争力の強化を図る目的で、知的財産を有効かつ継続的に活用でき

る体制の構築と新たな情報資源の育種的活用を目指し、知的財産、関連情報収

集・管理・提供等に関する調査等を行うとともに、ビックデータ中の遺伝率が低

い形質等に関わる新たな情報資源の活用法を検討し、和牛の知的財産の活用及び

和牛雌牛の ICT 活用に関する２つの報告書として取りまとめた。また、和牛の知

的財産活用及び新たな育種技術の開発について、(独)家畜改良センターと共催で

家畜 DNA西郷シンポジウムを開催するとともに、(独)家畜改良センター熊本牧場

との共催で ICT(情報通信技術)セミナーを開催した。 

 

③ アニマルウェルフェア専門家養成事業：（公財）全国競馬・畜産振興会助成（平

成 26～27年度） 

    生産者及び畜産関係者等がアニマルウェルフェアに関する基礎知識等を習得

することを目的に、畜産におけるアニマルウェルフェアの基本的な考え方や海外

の動向（ＯＩＥ規約、ＷＱプロジェクト等）、国内におけるアニマルウェルフェ

アへの対応状況等に関する情報を提供する基礎研修会を年 2 回（9 月に東京、2

月に鹿児島）開催した。 

    また、ＯＩＥ規約で生産システムの提示されたブロイラーについて、技術研修

会（平成 27年度に開催予定）で使用するテキストを作成するため、観察方法や

アニマルウェルフェアレベルの判断方法、アニマルウェルフェアに問題があった

場合の改善方法等に関する情報収集調査を実施した。 

 

④ 肉用牛繁殖性向上緊急対策事業（繁殖性向上に資する情報の測定・分析技術の

実証）：農林水産省補助（平成 26年度補正予算）：肉用牛改良情報活用協議会

の構成員として実施 

    和牛繁殖経営における ICT等の新技術を活用して、繁殖成績の向上や繁殖管理

の効率的実施に資するために必要となる、発育、栄養度、発情周期等の指標を測

定・分析する新たな技術の実証の取組を行うため、測定・分析技術実証計画の策

定及び技術実証主体選定委員会を開催（３月）した。なお、この事業は肉用牛改

良情報活用協議会の構成員として実施したことから、同協議会を通じて補助を受



け実施した。 

 

⑤ 食肉生産・利用技術調査普及促進事業：（公社）日本食肉協議会助成（平成

26年度） 

    都道府県の畜産関係研究機関等で構成する「全国畜産関係場所長会」のブロッ

ク会議に出席し、食肉の生産・利用技術に関する最新の研究成果等先端技術に関

する情報を収集するとともに当協会に蓄積された情報を提供した。また、地域に

有用な食肉生産・利用技術の普及、啓発を図るため、都道府県畜産技術協会・連

盟に委託して、地域の食肉生産・利用技術情報研修会を開催（26カ所）した。 

 

⑥ 畜産技術誌発行等情報発信事業 

畜産技術を中心とする情報を収集し、畜産技術（月刊誌）を編集・配布：年

12回発行、１回約 3,100部、配布先は、会員関係 2,900部、一般 50部、その他

150部である。月刊誌代は会員については会費を充当し、会員以外は年間購読料

4,800円としている。 

 

(3) 国際交流・技術協力に関する事業 

   畜産技術協力を支援するため、畜産専門家の登録、候補者の斡旋、畜産技術協力

関連情報の提供等を継続実施した。 

① 畜産分野の技術協力を支援するため、動員可能な海外協力専門家候補者のデー

タベースの充実に努め、これを活用した専門家の推薦（１名）を行った。 

 

② 国際連合食糧農業機関（FAO）がアジア（バングラディシュ、ミャンマー及び

タイ）で実施する小規模酪農家の生産性・交渉能力の向上、生計の改善を目的と

する事業（FAO アジア小規模酪農開発事業）において、プロジェクトの監督・モ

ニタリング・評価を行う監督機関業務を請負実施した。 

 

③ （独）国際協力機構（JICA）から業務委託を受け、（独）農業・食品産業技術

総合研究機構動物衛生研究所において実施する「開発途上国の家畜衛生に従事す

る研究者を対象とした獣医技術研究に関する集団研修（７名 7.5カ月）」の運営

事務を行った。 

 

④ 畜産技術協力体制強化事業：（公財）全国競馬・畜産振興会助成（平成 6～26

年度） 

    本事業は、海外技術協力のための知識・技術を習得する者に研修資金を貸付け、

貸付けた研修資金の回収事務を行っている事業であるが、平成 26年度について

も資金の回収事務を行った。貸付実績は、6名、14件（19,432,800 円）であり、

平成 26年度に回収を完了した。 



 

(4) めん山羊振興に関する事業 

   めん羊及び山羊の飼育の普及促進、登録及び改良増殖並びに生産物の処理普及等

を図る事業を行った。これらの事業は、(公財)全国競馬・畜産振興会の助成を受け

て実施したほか、会費収入及び手数料等を財源として行った。 

① 優良なめん羊及び山羊の供給を図るため、家畜改良増殖法に基づき農林水産大

臣の承認を受けた登録規程により、めん羊及び山羊の飼育者の申請で審査を実施

し、めん羊及び山羊の登録（血統、能力、又は体型を審査して一定の基準に適合

するものを登録）及び出生確認、審査に合格しためん羊及び山羊について登録証

明書等を交付した（めん山羊登録等事業）。なお、めん羊及び山羊の登録規程は

平成 26年 3月 17日付けで承認され、26年度からこの規程で実施している。 

 

26年度登録（H27 年 3月末現在） 

【登  録】めん羊 種めん羊登録  0（ 0）頭  血統登録 482（430）頭※ 

          予備登録    4（12）頭 

      山 羊 本登録    11（－）頭  産子登録 238（ - ）頭※ 

          基礎登録    5（－）頭 

※めん羊血統登録は、サフォーク種 440頭、テクセル種 42頭の合算 

      山羊産子登録は、日本ザーネン種 231頭、ボア種 7頭の合算 

【旧山羊登録】(25年度)  高等登録 －（ 7）頭  本登録  －（61）頭 

【血 統 証 明】(25年度)  めん羊  －（65）頭（テクセル種） 

山 羊  －（13）頭（ボア種） 

【出 生 確 認】めん羊  1,940（2,644）頭  山羊  215（281）頭 

  めん羊登録手数料は 1頭当たり、予備登録料 2,160円、血統登録料 2,160円、

種めん羊登録料 2,160円、山羊登録手数料 1頭当たり、基礎登録料 1,080円、

産子登録料 1,080円、本登録料 2,160円、出生確認手数料は 500円等である。 

 

② めん羊及び山羊の能力評価手法作出事業：（公財）全国競馬・畜産振興会助成

（平成 25～27 年度） 

めん羊及び山羊の生産能力や改良能力等を生産者自らが統一的で客観的に評

価できる能力計算ソフトを作成し、生産者等へ配布することで能力評価手法を作

出する事業である。平成 26年度は、生産性能力調査（めん羊 5ヶ所、山羊 4ヶ

所）を実施するとともに、講習会（めん羊 1回、山羊 1回）を開催した。 

 

③ めん羊及び山羊の優良種畜の供給に関して、北海道から本州へ種畜の供給情報

の提供及び優良種畜の供給支援（北海道から山形県下へ）を行った。また、国産

羊毛の品質改善を図り、普及啓発を行うため、羊毛コンテストを行った。 

 



④ めん羊の技術普及のための剪毛及び原毛選別に係る技術研修（滋賀県畜産技術

振興センター）を開催した。また、技術情報を収集し機関誌「シープジャパン」

(年 2,800部を季刊で発刊しており、1,296部を有償（1部当たり 500円）で頒布) 

を通じ関係者へ提供したほか、「めん羊・山羊技術ハンドブック」等について配

布・頒布を行った。 

 

(5) 初生雛鑑別師の養成等に関する事業 

   初生雛の鑑別師の養成、資格検定及び登録等についての事業を引き続き行った。

これらの事業は、(公財)全国競馬・畜産振興会の助成を受けて実施したほか、会費

収入及び検定料収入等を財源として行った。 

① 養鶏産業に不可欠な初生雛雌雄鑑別技術の習得を目指す者に対して知識及び

技能を付与するとともに、初生雛鑑別師として活動することを目指す者に対して、

その申し出により技能検定を行い、一定水準を越えた者に対し高等鑑別師等の認

定を行って登録証を交付した。 

  ・ 26年度高等鑑別師考査合格者 1名（H20～26年の受験者 82名、合格者 41

名、合格率は 50％）。高等鑑別師考査は、昭和 34年から行われており、延

べ高等鑑別師登録者数は 1,166名、現在の登録者数は 191 名である。高等考

査検定料は 75,000円。 

 

② 初生ひな鑑別師養成・鑑別技術強化対策事業：（公財）全国競馬・畜産振興会

助成（平成 26～28年度） 

  初生ひな鑑別師養成講習会を開催し、講習生に対し初生ひな鑑別に必要な知

識・技能を付与した。開催期間は 5月中旬から 10月中旬までの約 5か月間、場

所は茨城県桜川市の民間施設を借用して実施した。また、講習終了後、孵化場等

で実習中の講習生が高等考査等速やかに合格するための指導を行った。 

  さらに、肛門鑑別技術の着実な継承を図るため、国内外で活動する初生ひな鑑

別師が一堂に会し、初生ひな鑑別技術の研鑚（全日本初生雛雌雄鑑別選手権大会

の開催）と情報交換を行った。鑑別大会の優勝者には農林水産大臣賞を授与した。 

・ 26年度養成講習会修了者 5名。講習会修了者は、予備考査を受験でき（H20

～26年の受験者 44名、合格者 42名）、予備考査検定料は 66,000円である。 

・全日本初生雛雌雄鑑別選手権大会出席者 個人 47名、ｸﾞﾙｰﾌﾟ 11 

③ 協会登録の初生雛鑑別師の相互の連携を図るため、情報誌として「日鑑情報」

を年２回刊行し配布した。 

 

(6) 表彰事業 

① 畜産技術の発展に寄与した優秀な畜産技術者について、ホームページへの掲載、

関係団体等への連絡により公募を行い、外部有識者からなる表彰審査委員会にお

いて 10名を選定した。表彰は、直近に開催される定時総会開催日に(一財)日本



中央競馬会弘済会と共同で実施することとした。 

  なお、受章者 10名は次のとおりである。 

 石井 貴茂 茨城県農林水産部 畜産課 係長 

 片岡 博行 岡山県農林水産総合ｾﾝﾀｰ 畜産研究所改良技術研究室 専門研究員 

 加藤  聡 群馬県畜産試験場 肉牛係長 

 川原 尚人 高知県畜産試験場 大家畜課 チーフ 

 北村  亨 雪印種苗株式会社 微生物研究グループ 主事 

 坂瀬 充洋 兵庫県立農林水産技術総合ｾﾝﾀｰ 北部農業技術ｾﾝﾀｰ 主任研究員 

 富樫 克博 山形県農業総合研究ｾﾝﾀｰ 養豚試験場 開発研究専門員 

 前田 恵助 和歌山県畜産試験場 主任研究員 

 三木 一嘉 長野県畜産試験場 飼料環境部 主任研究員 

 渡邉 貴之 独立行政法人家畜改良ｾﾝﾀｰ鳥取牧場 業務課 繁殖技術係長 

  また、上記受章者から北村 亨氏及び富樫 克博氏を優秀畜産技術者表彰特別

賞に選定した。 

 

② 初生雛鑑別師等について、鑑別技術の特に優秀な鑑別師や鑑別事業に貢献され

た鑑別功績者等に対し表彰及び感謝状の贈呈を行った。 

 

③ 都道府県等で実施する家畜共進会等畜産の振興に寄与する催事に対し協賛す

るとともに表彰を行った。 

 

２ 収益事業等 

  公益目的事業を実施するための財源を確保するため、出版事業及び事務室等の賃貸

を行う不動産管理事業を実施した。 

(1) 出版事業 

   畜産関係者相互の連絡に供するための「全国畜産関係者名簿」を刊行したほか、

畜産関係書籍として「和英・英和畜産用語集」、「畜産技術発達史」、「世界家畜

品種辞典（(株)東洋書林）」及び「牧草・毒草・雑草図鑑（(株)全国農村教育協会）」

等を販売した。 

 

 (2) 当協会が所有する緬羊会館の事務室及び駐車場の貸付け及び管理を行った。 

・貸部屋 10 室 704.79㎡  ・駐車場 地下 12区画 245.29 ㎡ 

 

 (3) その他の事業（相互扶助等） 

  ① 我が国で動物の個体識別用に用いられる電子タグ（ISO11784 及び ISO11785）

のコード管理を行う ISO規格動物用電子タグ協議会、都道府県の畜産関係研究機

関の長で構成される全国畜産関係場所長会、東京管内の畜産関係者で構成してい

る東京都畜産技術連盟及び日本緬羊研究会（学会）の事務全般を請負実施した。 



 

  ② 初生雛鑑別師の団体である一般社団法人全日本初生雛鑑別師協会の経理・連絡

等の事務を請負実施した。 

 

３ 組織体制の整備強化等 

  各会員及び関係機関との連携の強化を図るとともに、会誌「畜産技術」、「シープ

ジャパン」及び「日鑑情報」、催事等を通じて、相互の連携の強化に努めた。 

  



Ⅱ 運営管理事項 

 

１ 総会、理事会等の開催等 

(1) 第 52回定時総会の開催 

日時：平成 26年 6月 16日（月）13時 30分 

場所：全国家電会館 5階 会議室 

議事：第 1号議案 平成 25年度事業報告及び附属明細書に関する件 

第 2 号議案 平成 25 年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算

書）及び附属明細書並びに財産目録の承認に関する件 

第 3号議案 平成 26年度会員会費の額及び徴収方法に関する件 

第 4号議案 役員の選任に関する件 

（報告事項）平成 26年度事業計画及び収支予算書等に関する件 

 

(2) 第１回理事会の開催 

日時：平成 26年 5月 28日（水）12時 

場所：全国家電会館 4階 会議室 

議事：第 1号議案 平成 25年度事業報告及び附属明細書の承認について 

第 2号議案 平成 25 年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算

書）及び附属明細書並びに財産目録の承認について 

第 3号議案 第 52回定時総会の開催及び付議事項について 

 

(3) 第 2回理事会の開催 

日時：平成 26年 6月 16日（月）14時 20分 

場所：全国家電会館 4階 会議室 

議事：代表理事・会長、副会長、業務執行理事（専務理事及び常務理事）の選

定について 

 

(4) 第 3回理事会の開催 

日時：平成 27年 3月 11日（水）12時 

場所：全国家電会館 4階 会議室 

議事：第 1号議案 平成 27年度事業計画及び収支予算について 

第 2号議案 第 53回定時総会の開催について 

第 3号議案 その他 

 

(5) 平成 26年度決算に係る監事監査 

日時：平成 27年 5月 25日（水）14時 

場所：(公社)畜産技術協会会議室 

 



(6) 内閣府公益認定等委員会事務局立入検査 

日時：平成 27年 5月 19日（火）10時 

場所：(公社)畜産技術協会会議室 

 

(7) 補助事業等の監査 

(公財)全国競馬・畜産振興会による助成事業に係る監査 

日時：平成 26年 7月 30日（水）10時～31日（木）17時 

場所：(公社)畜産技術協会会議室 

 

２ 会員の異動 

 1号会員 2号会員 3号会員 4号会員 計 賛助会員 

平成 26年 3月 31日現在 ４６ ８ ９ ４７ １１０ ５ 

増 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

減 ０ ０ ０ １ １ ２ 

平成 27年 3月 1日現在 ４６ ８ ９ ４６ １０９ ３ 

 注：4号会員の減は、(一社)日本食肉協会の退会、賛助会員の減は、(株)野澤組及び(有)

上旭肉牛牧場の退会による。 

 

３ 役員の異動 

  役員の任期満了に伴い、新たな役員として次のとおり選任された。 

(1) 理事 

1号会員関係 

大田  均 （新任） 鹿児島県畜産技術連盟 

小西 英邦 （新任） 和歌山県畜産技術連盟 

紺  博昭 （新任） 富山県畜産技術協会 

中塚陽二郎 （新任） 岡山県畜産技術協会 

菱沼  毅 （再任） 東京都畜産技術連盟 

横山 亮一 （新任） 宮城県畜産技術連盟 

2号会員関係 

北村  健 （新任） (一社)北海道酪農畜産協会 

3号会員関係 

山崎 正樹 （新任） 畜産技術協会東部初生雛鑑別師会 

4号会員関係 

井田 光之 （再任） (一社)全国肉用牛振興基金協会 

金井 俊男 （再任） (公社)日本食肉格付協会 

近藤 信雄 （新任） (公社)日本獣医師会 

齊藤 新一 （再任） (一社)家畜改良事業団 



滝澤  勇 （再任） (公財)ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ｽﾀｯﾄﾞﾌﾞｯｸ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

野口 政志 （再任） (一社)日本草地畜産種子協会 

会員以外の者(学経)関係 

柴田 正貴 （新任） 

瀧澤 喜造 （再任） 

坪井 哲明 （新任） 富士平工業(株) 

羽鳥 和吉 （再任） 

増山 文男 （新任） 全国畜産関係場所長会 

松本 光人 （再任） (公社)農林水産・食品産業技術振興協会 

(2) 監事 

栗本まさ子 （新任）(公財)日本乳業技術協会 

佐野 元彦 （再任）茨城県畜産技術協会 

 

  役員選任後の理事会で、次のとおり選定された。 

代表理事(会長) 菱沼  毅 

副会長     柴田 正貴 

同      増山 文男 

業務執行理事 

 専務理事   瀧澤 喜造 

 常務理事   羽鳥 和吉 

 

  



 

平成 26年度事業報告の附属明細書 

 

 

 平成 26年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第 34条第 3項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在

しないので作成しない。 

 



（単位：円）

科　　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ　資　産　の　部

　１　流　動　資　産

　　　１）  現　　　　金 0 0 0

　　　２）  預　貯　金 33,604,061 41,153,128 ▲ 7,549,067

　　　　（１）　当　座　預　金 0 0 0

　　　　（２）  普　通　預　金 33,565,340 40,946,625 ▲ 7,381,285

　　　　（３）　郵　便　振　替　口　座 38,721 206,503 ▲ 167,782

　　　３）  未　収　金 2,925,249 3,748,017 ▲ 822,768

　　　４）  前　払　金 464,160 464,160 0

　　　５）  棚　卸　商　品 1,093,700 1,169,248 ▲ 75,548

　　　　　流動資産合計 38,087,170 46,534,553 ▲ 8,447,383

　２　固　定　資　産

　　　１）　特　定　資　産

　　　　（１）　退職給付引当資産 13,132,700 12,032,400 1,100,300

　　　　（２）　会館賃貸預り保証金引当資産 13,353,600 13,353,600 0

　　　　　特定資産合計 26,486,300 25,386,000 1,100,300

　　　２）　その他固定資産

　　　　（１）　土　　　　地 42,800,000 42,800,000 0

　　　　（２）　地　上　権 175,600,000 175,600,000 0

　　　　（３）　建物・構築物 106,232,854 111,894,334 ▲ 5,661,480

　　　　（４）　建　物　設　備 1,283,215 1,487,052 ▲ 203,837

　　　　（５）　車輌運搬具 1 5 ▲ 4

　　　　（６）　什器・備品 4,435,728 8,210,031 ▲ 3,774,303

　　　　（７）　ソフトウェア 191,880 0 191,880

　　　　（８）  事務所修繕準備積立資産 38,749,621 33,749,621 5,000,000

　　　　（９）　事業推進準備積立資産 36,851,945 40,551,945 ▲ 3,700,000

　　　　(10)　出版物改訂準備積立資産 20,026,500 20,026,500 0

　　　　(11)　鑑別事業運営等準備積立資産 12,972,682 12,972,682 0

　　　　(12)　表彰事業強化積立預金 21,371,314 21,953,946 ▲ 582,632

　　　　(13)　長期貸付金 0 420,000 ▲ 420,000

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

　平成２７年３月３１日現在



科　　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

　　　　(15)　出　資　金 32,835,881 54,412,930 ▲ 21,577,049

　　　　　その他固定資産合計 493,351,621 524,079,046 ▲ 30,727,425

　　　　　固定資産合計 519,837,921 549,465,046 ▲ 29,627,125

　　　　　資　産　合　計　　 557,925,091 595,999,599 ▲ 38,074,508

Ⅱ　負　債　の　部

　１　流　動　負　債

　　　１）　預　り　金 4,492,088 4,394,139 97,949

　　　２）　未　払　金 3,122,484 3,230,704 ▲ 108,220

　　　３）　前　受　金 7,022,429 7,988,210 ▲ 965,781

　　　　　流動負債合計 14,637,001 15,613,053 ▲ 976,052

　２　固　定　負　債

　　　１）　退職給付引当金 13,132,700 12,032,400 1,100,300

　　　２）　会館賃貸預り保証金 13,353,600 13,353,600 0

　　　３）　畜産技術協力研修資金預り金 0 420,000 ▲ 420,000

　　　　　固定負債合計 26,486,300 25,806,000 680,300

　　　　　負　債　合　計　 41,123,301 41,419,053 ▲ 295,752

Ⅲ　正味財産の部

　1　指定正味財産 0 0 0

　　　　　指定正味財産合計 0 0 0

　　　　　　（うち特定資産への充当額） 0 0 0

　２　一般正味財産 516,801,790 554,580,546 ▲ 37,778,756

　　　　　　（うち特定資産への充当額） (26,486,300) (25,386,000) (1,100,300)

　　　　　正味財産合計　 516,801,790 554,580,546 ▲ 37,778,756

　　　　　負債及び正味財産合計　 557,925,091 595,999,599 ▲ 38,074,508



（単位：円）

科　　　　　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合　　計

Ⅰ　資　産　の　部

　１　流　動　資　産

　　　１）  現　　　　金 0 0 0 0 0

　　　２）  預　貯　金 15,973,493 12,800,206 4,830,362 0 33,604,061

　　　　（１）　当　座　預　金 0 0 0 0 0

　　　　（２）  普　通　預　金 15,946,759 12,788,219 4,830,362 0 33,565,340

　　　　（３）　郵 便 振 替 口 座 26,734 11,987 0 0 38,721

　　　３）  未　収　金 2,917,329 7,920 0 0 2,925,249

　　　４）  前　払　金 0 464,160 0 0 464,160

　　　５）  棚　卸　商　品 150,396 943,304 0 0 1,093,700

　　　　　流動資産合計 19,041,218 14,215,590 4,830,362 0 38,087,170

　２　固　定　資　産

　　　１）　特　定　資　産

　　　　（１）　退職給付引当資産 0 0 13,132,700 0 13,132,700

　　　　（２）　会館賃貸預り保証金引当資産 0 13,353,600 0 0 13,353,600

　　　　　特定資産合計 0 13,353,600 13,132,700 0 26,486,300

　　　２）　その他固定資産

　　　　（１）　土　　　　地 7,977,920 34,323,460 498,620 0 42,800,000

　　　　（２）　地　上　権 32,720,000 140,835,000 2,045,000 0 175,600,000

　　　　（３）　建物・構築物 16,974,520 88,197,428 1,060,906 0 106,232,854

　　　　（４）　建　物　設　備 933,601 291,263 58,351 0 1,283,215

　　　　（５）　車輌運搬具 1 0 0 0 1

　　　　（６）　什器・備品 4,053,658 290,796 91,274 0 4,435,728

　　　　（７）　ソフトウェア 153,504 28,782 9,594 0 191,880

　　　　（８）  事務所修繕準備積立資産 0 38,749,621 0 0 38,749,621

　　　　（９）  事業推進準備積立資産 0 0 36,851,945 0 36,851,945

　　　　(10)　出版物改訂準備積立資産 0 20,026,500 0 0 20,026,500

　　　　(11)　鑑別事業運営等準備積立資産 12,972,682 0 0 0 12,972,682

　　　　(12)　表彰事業強化積立預金 21,371,314 0 0 0 21,371,314

　　　　(13)　長期貸付金 0 0 0 0 0

　　　　(14)　出　資　金 0 32,835,881 0 0 32,835,881

　　　　　その他固定資産合計 97,157,200 355,578,731 40,615,690 0 493,351,621

　　　　　固定資産合計 97,157,200 368,932,331 53,748,390 0 519,837,921

　　　　　資　産　合　計　　 116,198,418 383,147,921 58,578,752 0 557,925,091

貸　借　対　照　表　内　訳　表

　平成２７年３月３１日現在



科　　　　　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合　　計

Ⅱ　負　債　の　部

　１　流　動　負　債

　　　１）　預　り　金 447,680 0 4,044,408 0 4,492,088

　　　２）　未　払　金 630,950 2,491,534 0 0 3,122,484

　　　３）　前　受　金 3,785,000 3,237,429 0 0 7,022,429

　　　　　流動負債合計 4,863,630 5,728,963 4,044,408 0 14,637,001

　２　固　定　負　債

　　　１）　退職給付引当金 0 0 13,132,700 0 13,132,700

　　　２）　会館賃貸預り保証金 0 13,353,600 0 0 13,353,600

　　　　　固定負債合計 0 13,353,600 13,132,700 0 26,486,300

　　　　　負　債　合　計　 4,863,630 19,082,563 17,177,108 0 41,123,301

Ⅲ　正味財産の部

　1　指定正味財産 0 0 0 0 0

　　　　　指定正味財産合計 0 0 0 0 0

　　　　　　（うち特定資産への充当額） 0 0 0 0 0

　２　一般正味財産 111,334,788 364,065,358 41,401,644 0 516,801,790

　　　　　　（うち特定資産への充当額） 0 (13,353,600) (13,132,700) 0 (26,486,300)

　　　　　正味財産合計　 111,334,788 364,065,358 41,401,644 0 516,801,790

　　　　　負債及び正味財産合計　 116,198,418 383,147,921 58,578,752 0 557,925,091





当　年　度 前　年　度 増　減科　　　　目

事務負担金　 4,091,200 4,282,400 ▲ 191,200

支払助成金 2,995,666 7,860,086 ▲ 4,864,420

学会参加費 0 8,500 ▲ 8,500

資料購入費 17,107 0 17,107

DNAサンプル等収集費 1,073,440 0 1,073,440

普及振興費 265,268 142,956 122,312

共同研究費 13,900,000 10,550,000 3,350,000

委託費 6,417,147 1,363,099 5,054,048

役務費 645,420 33,009 612,411

事務諸費 6,345,992 8,570,017 ▲ 2,224,025

広告宣伝費 0 0 0

期首棚卸高 1,169,248 1,253,937 ▲ 84,689

期末棚卸高 ▲ 1,093,700 ▲ 1,169,248 75,548

支払返還金 1,441,130 0 1,441,130

什器備品除却損 5,367 74,279 ▲ 68,912

雑費 7,372,343 3,270,601 4,101,742

管理費 6,664,549 6,701,177 ▲ 36,628

役員報酬 1,263,780 1,263,780 0

給料手当 359,766 595,720 ▲ 235,954

退職給付費用 0 0 0

福利厚生費 416,242 522,037 ▲ 105,795

会議費 54,041 63,273 ▲ 9,232

減価償却費 140,497 166,730 ▲ 26,233

会館管理費 0 0 0

事務諸費 4,429,941 4,089,637 340,304

什器備品除却損 282 0 282

経常費用計 230,869,521 219,125,321 11,744,200

当期経常増減額 ▲ 12,599,221 ▲ 16,045,630 3,446,409

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用

支払返還金 25,179,535 11,871,389 13,308,146

経常外費用計 25,179,535 11,871,389 13,308,146

当期経常外増減額 ▲ 25,179,535 ▲ 11,871,389 ▲ 13,308,146

当期一般正味財産増減額 ▲ 37,778,756 ▲ 27,917,019 ▲ 9,861,737

一般正味財産期首残高 554,580,546 582,497,565 ▲ 27,917,019

一般正味財産期末残高 516,801,790 554,580,546 ▲ 37,778,756

Ⅱ　指定正味財産増減の部

指定正味財産収益計 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 6,695,733 ▲ 6,695,733

指定正味財産費用計 0 6,695,733 ▲ 6,695,733

当期指定正味財産増減額 0 ▲ 6,695,733 6,695,733

指定正味財産期首残高 0 6,695,733 ▲ 6,695,733

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 516,801,790 554,580,546 ▲ 37,778,756







（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　　退職給付引当資産 12,032,400 1,100,300 0 13,132,700

　　会館賃貸預り保証金引当資産 13,353,600 0 0 13,353,600

25,386,000 1,100,300 0 26,486,300

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

特定資産

　　退職給付引当資産 13,132,700 0 0 (13,132,700)

　　会館賃貸預り保証金引当資産 13,353,600 0 0 (13,353,600)

26,486,300 0 0 (26,486,300)

（単位：円）
科　　　目 取得価額 減価償却累計額 　当期末残高

　土　地 42,800,000 0 42,800,000

　地上権 175,600,000 0 175,600,000

　建物・構築物 494,717,080 388,484,226 106,232,854

　建物設備 7,881,580 6,598,365 1,283,215

　車輌運搬具 690,490 690,489 1

　什器・備品 758,029,845 753,594,117 4,435,728

　ソフトウエア 221,400 29,520 191,880

合　　　計 1,479,940,395 1,149,396,717 330,543,678

（単位：円）

科　　　　目 債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当期末
残高

　未　収　金 2,925,249 0 2,925,249

　前　払　金 464,160 0 464,160

合　　　　計 3,389,409 0 3,389,409

５．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

科　　　　　　目

合　　　　　　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

合　　　　　　　計

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。　　

　（３）　引当金の計上基準

　　　定額法による減価償却(直接法)を実施している。 

　（４）　消費税等の会計処理

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

科　　　　　　　　　目

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

１．重要な会計方針

　（１）　固定資産の減価償却の方法

　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）については、定額法による減価償却

　　を実施し、直接法で表示している。

　　　定率法による減価償却を実施し、直接法で表示している。 

　①　有形固定資産

　②　無形固定資産（ソフトウェア）

　（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　移動平均法による原価法を採用している。　　　

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

　　　　　退職給付引当金……職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。


